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製造業を中心に 3 カ月連続で改善 

～ 緊急事態宣言などで個人向けサービスが悪化、景況感の二極化傾向進む ～ 

 

 
  
（調査対象 2 万 3,707 社、有効回答 1 万 1,003 社、回答率 46.4％、調査開始 2002 年 5 月） 
  
調査結果のポイント 

1.2021年4月の景気DIは前月比0.3ポイント増の38.3となり、3カ月連続で改善

した。国内景気は、経済活動が抑制されたなかで、製造業を中心に3カ月連続で

改善した。今後の景気は、一時的な落ち込みもみられるが、緩やかに上向いて推

移するとみられる。 
 

2.10 業界中、『製造』など5業界が改善、『サービス』など5業界が悪化。『製造』

は半導体関連や電子部品などの輸出が堅調で改善傾向が続いた。他方、『サービス』

はまん延防止等重点措置や緊急事態宣言を受けて、「飲食店」などの個人向けサー

ビスが再び落ち込んだ。 
 

3.『北関東』『東北』など10地域中8地域が改善、『近畿』など2地域が悪化した。

製造業が改善したが、まん延防止等重点措置や緊急事態宣言による経済活動の抑

制が各地域の景況感に悪影響を及ぼした。規模別では、「大企業」「中小企業」が

3カ月連続で改善した一方、「小規模企業」は3カ月ぶりに悪化となった。 
 
 
 
 
 
 

           

< 2021 年 4 月の動向 ： 上向き > 

2021 年 4 月の景気DI は前月比 0.3 ポイント増の 38.3 となり、3 カ月連続で改善した。 
4 月の国内景気は、まん延防止等重点措置の適用地域拡大や 3 回目の緊急事態宣言の発

出など、経済活動が抑制されたなかでの推移となった。プラス要因では、米国や中国など

海外経済の回復傾向により輸出が大きく増加したほか、世界的な半導体不足にともない半

導体素子製造を含む関連業界が高水準で推移した。さらに自宅内消費は引き続き拡大傾向

が続いた。マイナス要因では、新型コロナウイルスの感染拡大にともない一部地域や業種

で休業や営業時間の短縮など人流抑制が行われ、飲食店や旅館・ホテルなど個人向けサー

ビスが大きく落ち込んだ。また自動車の減産や工場の稼働停止なども悪材料となった。 
国内景気は、経済活動が抑制されたなかで、製造業を中心に 3カ月連続で改善した。 

 
< 今後の見通し ： 緩やかな上向き傾向 > 

今後の国内景気は、まん延防止等重点措置の適用や緊急事態宣言の発出にともなう下振

れリスクを抱えるなか、ワクチン接種の拡大による経済活動の正常化や海外経済の回復な

どもあり、緩やかに上向いていくと見込まれる。自宅内消費の拡大など新規需要の創出や

5G の本格的普及などはプラス材料となろう。他方、新型コロナウイルスの感染動向によ

る下振れリスクも依然として大きい。さらに、半導体不足による自動車の減産や夏季賞与

の減少、原材料価格の上昇、企業業績の業種間格差の拡大などは注視する必要がある。 
今後の景気は、一時的な落ち込みもみられるが、緩やかに上向いて推移するとみられる。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  

2021年 5月 10日 
株式会社帝国データバンク データソリューション企画部 

https：//www.tdb.co.jp 

                 景気動向オンライン  https：//www.tdb-di.com 

TDB 景気動向調査（全国）― 2021 年 4 月調査 ― 

4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月 3月 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月 3月 4月

2020年 2021年 2022年

景気DI 25.8 25.2 27.6 29.1 29.7 31.6 33.8 35.4 35.0 33.9 35.8 38.0 38.3 37.8 39.1 40.0 40.7 41.3 41.9 42.4 42.9 43.2 43.6 44.0 44.1

2021年4月比 -0.5 0.8 1.7 2.4 3.0 3.6 4.1 4.6 4.9 5.3 5.7 5.8

Lower 37.0 38.0 38.5 39.0 39.4 39.8 40.2 40.5 40.6 40.9 41.2 41.2

Upper 38.6 40.3 41.5 42.4 43.2 44.0 44.7 45.3 45.7 46.3 46.9 47.1
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※景気予測DIは、ARIMAモデルに経済統計を加えたStructural ARIMAモデルで分析。破線は予測値の幅（予測区間）を示し、予測値±2標準偏差で算出
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業界別：製造業は改善傾向も、個人向けサービスが再び悪化  
・10 業界中、『製造』など 5業界が改善、『サービス』など 5 業界が悪化。『製造』は半導体

関連や電子部品などの輸出が堅調で改善傾向が続いた。他方、『サービス』はまん延防止等

重点措置や緊急事態宣言を受けて、「飲食店」などの個人向けサービスが再び落ち込んだ。 
 
・『製造』（39.5）…前月比1.0ポイント増。3カ月連続の改善。中国向けの輸出が急増する

なか、半導体製造装置が含まれる「機械製造」（同 0.9ポイント増）や、製缶板金や金属プ

レス製品などの「鉄鋼・非鉄・鉱業」（同 1.2ポイント増）の回復傾向が続いた。米国向け

の輸出が好調な電子部品などの「電気機械製造」（同 0.6ポイント増）や、木材や生コンク

リートの販売価格が上昇した「建材・家具、窯業・土石製品製造」（同 1.5ポイント増）な

ど、『製造』は12業種中11業種が改善した。他方、「輸送用機械・器具製造」（同 0.1ポイ

ント減）は半導体不足の影響で、一部地域の完成車工場で減産や稼働停止がみられるなか、

地域によって企業の景況感に差がみられた。 
 
・『卸売』（36.2）…同 0.4ポイント増。3カ月連続の改善。鉄スクラップ価格が再び上昇傾

向にあるなか、「再生資源卸売」（同 9.7 ポイント増）が大幅にプラスとなった。化学製品

や鉄鋼などの価格上昇が追い風となっている「化学品卸売」（同 1.8ポイント増）や「鉄鋼・

非鉄・鉱業製品卸売」（同 1.2ポイント増）など、『卸売』は 9業種中6業種が改善した。

他方、アパレル関連の「繊維・繊維製品・服飾品卸売」（同0.8ポイント減）や、酒類卸売

などが含まれる「飲食料品卸売」（同 0.6ポイント減）は悪化した。 
 
・『サービス』（37.9）…同 0.6ポイント減。3カ月ぶりに悪化。一部地域においてまん延防

止等重点措置および 3回目となる緊急事態宣言が発出され、「飲食店」（同 4.0ポイント減）

や「娯楽サービス」（同 7.3ポイント減）といった個人向けサービスの業種が大幅に悪化し

た。また、厳しい水準が続く「旅館・ホテル」（同 2.3ポイント減）も 2カ月ぶりの悪化と

なり、再び景気 DI は 1 桁台に落ち込んだ。燃料費高騰の影響がみられる「電気・ガス・

水道・熱供給」（同 6.7ポイント減）や、イベントの中止が下押し材料となった「広告関連」

（同 0.9ポイント減）など、『サービス』は 15業種中10業種が悪化した。 
 
・『建設』（41.4）…同 0.2ポイント減。3カ月ぶりに悪化。新設住宅着工戸数が減少基調に

あるなか、木材など建築用資材の不足や価格高騰による影響がみられた木造建築工事など

が悪化した。公共工事の発注件数も低調ななか、工事の受注単価などを表す販売単価DIは
2020年 4月以降50を下回る水準が続いており、企業からは受注競争の激化を示唆する声

も多く寄せられた。また、『建設』の雇用過不足DI（正社員）は 60.2と 50を超える高水

準で推移しており、企業の人手不足感も継続している。 

 
 
 
 
 
 
 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

20年

4月
5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月

21年

1月
2月 3月 4月 前月比

農・林・水産 28.2 25.1 29.6 31.4 31.0 30.3 34.4 38.7 35.4 30.9 33.8 35.0 37.5 2.5

金融 27.3 28.7 32.4 31.5 32.6 35.3 38.3 37.7 35.6 36.1 38.3 39.2 38.3 ▲ 0.9

建設 33.9 33.5 36.3 37.5 38.4 40.4 41.1 41.8 40.9 39.4 40.6 41.6 41.4 ▲ 0.2

不動産 21.9 23.5 29.2 32.5 33.1 35.6 36.4 36.8 36.4 35.5 38.3 40.6 40.8 0.2

飲食料品・飼料製造 24.8 24.6 27.2 29.6 30.5 32.0 34.2 36.0 32.5 30.7 30.8 34.4 35.2 0.8

繊維・繊維製品・服飾品製造 16.7 17.7 17.9 19.8 20.3 23.5 24.7 26.8 26.1 24.5 26.0 26.8 28.7 1.9

製造 建材・家具、窯業・土石製品製造 29.2 26.5 28.1 28.3 29.8 31.3 35.1 35.4 36.0 37.3 37.2 37.8 39.3 1.5

パルプ・紙・紙加工品製造 24.0 21.4 19.3 21.0 22.9 24.1 26.2 29.2 29.3 27.6 29.4 33.0 34.3 1.3

出版・印刷 16.8 14.4 16.0 15.8 18.8 20.4 21.9 22.7 21.8 20.2 22.2 26.0 27.2 1.2

化学品製造 27.5 25.3 25.9 27.3 27.8 31.1 34.4 37.7 39.3 38.0 40.9 43.3 44.2 0.9

鉄鋼・非鉄・鉱業 23.6 21.5 20.8 22.3 23.6 25.4 29.2 33.1 34.3 33.9 37.0 39.3 40.5 1.2

機械製造 25.3 23.6 23.5 24.6 25.0 26.5 29.1 31.7 33.5 33.6 36.9 41.2 42.1 0.9

電気機械製造 27.6 26.1 27.0 27.5 27.7 28.9 33.0 34.8 35.5 36.1 39.6 42.6 43.2 0.6

輸送用機械・器具製造 22.2 18.2 18.1 21.2 24.2 27.8 34.9 36.3 40.1 40.1 40.3 45.3 45.2 ▲ 0.1

精密機械、医療機械・器具製造 27.2 26.3 28.6 28.1 29.6 30.2 32.7 35.5 37.1 37.9 42.4 44.6 45.6 1.0

その他製造 20.7 19.8 23.9 25.2 22.8 26.3 29.0 29.6 31.9 31.5 31.4 34.1 35.3 1.2

全　体 24.7 23.0 23.6 24.9 25.9 27.8 31.0 33.3 33.9 33.4 35.6 38.5 39.5 1.0

飲食料品卸売 21.3 21.0 24.5 27.3 27.2 30.2 32.0 31.6 29.5 26.8 29.2 30.7 30.1 ▲ 0.6

繊維・繊維製品・服飾品卸売 10.3 11.4 15.8 18.2 18.0 19.4 22.6 22.3 22.7 21.2 19.8 23.9 23.1 ▲ 0.8

卸売 建材・家具、窯業・土石製品卸売 27.9 27.7 29.6 30.2 30.4 31.7 33.9 35.9 36.1 34.7 34.8 36.7 37.2 0.5

紙類・文具・書籍卸売 22.0 19.1 19.0 21.9 23.2 24.0 26.9 26.7 28.3 26.3 29.3 32.2 32.4 0.2

化学品卸売 28.9 27.4 27.6 29.2 29.5 30.1 32.3 36.1 35.7 34.3 37.7 39.1 40.9 1.8

再生資源卸売 18.7 18.8 23.8 24.5 27.8 30.2 32.9 38.7 44.4 45.6 42.4 45.4 55.1 9.7

鉄鋼・非鉄・鉱業製品卸売 23.2 22.8 24.0 24.5 25.3 26.4 30.5 32.1 34.0 32.6 33.4 36.0 37.2 1.2

機械・器具卸売 25.9 25.1 27.4 29.0 28.6 30.6 33.1 34.6 34.4 34.6 36.7 39.5 40.1 0.6

その他の卸売 21.4 19.8 23.1 25.1 25.4 27.6 30.6 33.0 31.6 29.0 31.3 34.4 34.1 ▲ 0.3

全　体 23.7 23.0 25.3 27.0 27.1 28.9 31.5 33.0 32.8 31.6 33.3 35.8 36.2 0.4

飲食料品小売 26.3 27.4 30.8 30.7 29.1 34.0 38.8 37.0 34.6 33.8 33.1 34.1 32.8 ▲ 1.3

繊維・繊維製品・服飾品小売 11.4 8.8 23.6 24.7 24.0 19.9 27.8 23.7 22.0 22.7 21.4 23.3 25.0 1.7

医薬品・日用雑貨品小売 28.7 25.3 32.7 32.7 31.3 32.6 33.3 29.8 31.3 30.2 32.5 31.1 35.8 4.7

小売 家具類小売 10.8 15.5 31.7 40.0 38.9 38.5 37.5 38.9 35.4 34.4 36.7 38.9 42.7 3.8

家電・情報機器小売 19.3 21.9 33.8 29.8 30.5 30.6 34.2 33.3 29.5 28.3 36.3 34.4 37.8 3.4

自動車・同部品小売 17.0 15.8 25.4 29.3 29.3 32.4 34.6 40.2 37.2 35.7 37.6 37.0 38.3 1.3

専門商品小売 20.2 19.9 27.7 30.2 30.0 31.6 33.9 33.3 34.7 32.6 35.5 35.9 34.6 ▲ 1.3

各種商品小売 32.3 29.9 34.5 40.9 36.9 37.0 37.6 37.3 39.2 38.7 36.2 37.3 32.2 ▲ 5.1

その他の小売 26.9 30.6 31.8 26.7 25.9 33.3 33.3 34.8 33.3 30.3 33.3 35.0 40.5 5.5

全　体 21.2 21.1 29.1 31.0 30.3 32.1 34.8 35.0 34.2 32.9 34.5 34.9 34.7 ▲ 0.2

運輸・倉庫 22.4 22.7 21.5 24.2 25.4 28.1 30.1 32.5 31.5 30.0 31.7 33.9 34.5 0.6

飲食店 4.3 5.5 13.8 13.7 12.7 14.5 18.2 21.0 15.3 10.3 12.8 18.9 14.9 ▲ 4.0

電気通信 30.3 33.3 43.3 41.7 42.6 46.7 41.7 47.2 38.9 46.3 38.1 43.8 38.9 ▲ 4.9

電気・ガス・水道・熱供給 28.4 32.4 34.4 34.9 42.5 42.5 40.4 40.0 38.6 42.5 39.5 47.1 40.4 ▲ 6.7

リース・賃貸 27.8 29.1 30.2 31.4 32.7 34.5 34.9 37.5 36.2 33.5 32.8 35.0 35.4 0.4

旅館・ホテル 1.5 2.9 4.8 5.1 6.0 12.4 27.2 28.8 11.9 3.4 4.4 10.9 8.6 ▲ 2.3

娯楽サービス 5.6 9.3 11.5 17.5 22.9 22.4 23.7 29.0 27.0 24.0 25.8 33.1 25.8 ▲ 7.3

サービス 放送 22.9 22.5 26.7 25.6 34.5 33.3 34.4 38.6 42.2 36.3 42.6 51.0 42.7 ▲ 8.3

メンテナンス・警備・検査 27.5 26.6 29.9 33.2 34.1 36.5 38.5 38.5 38.6 36.3 37.5 40.4 39.2 ▲ 1.2

広告関連 11.3 10.7 14.3 19.0 18.0 20.4 21.1 22.3 22.5 20.2 24.7 26.5 25.6 ▲ 0.9

情報サービス 33.7 34.0 35.8 37.2 37.9 38.9 40.1 41.6 41.2 41.3 43.6 45.5 45.2 ▲ 0.3

人材派遣・紹介 21.0 20.0 25.3 24.6 25.4 26.7 29.2 34.3 31.5 31.6 33.6 34.1 35.8 1.7

専門サービス 31.4 32.2 35.0 36.7 36.1 40.0 40.7 42.5 41.0 38.8 42.9 43.6 43.5 ▲ 0.1

医療・福祉・保健衛生 26.4 26.1 30.5 29.9 31.0 31.4 33.6 34.9 34.8 32.7 34.7 37.1 39.1 2.0

教育サービス 13.9 18.8 28.0 29.5 31.7 34.0 34.7 34.0 34.0 33.3 34.0 32.1 35.7 3.6

その他サービス 21.2 21.8 26.6 28.7 28.4 31.1 31.6 31.4 32.6 30.9 34.2 34.5 34.8 0.3

全　体 25.8 26.1 29.4 31.2 31.8 33.9 35.1 36.8 35.7 33.9 36.5 38.5 37.9 ▲ 0.6

その他 24.4 26.2 27.1 29.3 28.8 31.5 28.2 29.4 30.8 29.5 30.5 34.4 34.1 ▲ 0.3

  格差（10業界別『その他』除く） 12.7 12.4 14.8 13.3 13.0 12.6 11.0 9.3 9.4 9.4 8.9 7.7 6.9

※網掛けなしは前月比改善または増加、黄色の網掛けは前月比横ばい、青色の網掛けは前月比悪化または減少を示す
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規模別：「大企業」「中小企業」は 3 カ月連続で改善も、「小規模企業」が悪化  
・「大企業」「中小企業」は 3カ月連続で改善、「小規模企業」は 3カ月ぶりに悪化した。自宅

内消費が引き続き堅調だった一方、「小規模企業」の収益環境は厳しさを増してきた。 
 

・「大企業」（40.8）…前月比 0.6ポイント増。3カ月連続で改善。『運輸・倉庫』は、個人向

け宅配などが好調でトラック運送などが上向いた。また原油価格の上昇一服などを受けた

燃料小売を含む『小売』が改善するなど、10業界中5業界で景気DIが 40以上となった。 
 

・「中小企業」（37.7）…同 0.2ポイント増。3カ月連続で改善。半導体や建設機械関連の部

品製造などを含む『製造』が堅調だったほか、季節物の魚介類の水揚げが好調な『農・林・

水産』が上向いた。他方、公共工事の発注件数が低調な『建設』は 3カ月ぶりに悪化した。 
 

・「小規模企業」（36.3）…同 0.4ポイント減。3カ月ぶりに悪化。自動車整備業や機械修理

業、娯楽関連など『サービス』が大きく落ち込んだ。また、仕入単価の上昇が強まったこ

とで交易条件が悪化し、収益環境は一段と厳しさを増した。 
 

 
 

 
 

 
地域別：10 地域中 8 地域が改善、「まん延防止」などが各地域の景況感に影響  
・『北関東』『東北』など 10地域中 8地域が改善、『近畿』など 2地域が悪化となった。製造

業が改善したが、まん延防止等重点措置や緊急事態宣言による経済活動の抑制が各地域の

景況感に悪影響を及ぼした。前年同月比では全 47都道府県が改善した。 
 

・『東北』（38.0）…前月比 1.2 ポイント増。3 カ月連続で改善。電気機械を中心に『製造』

が全体を押し上げた。まん延防止等重点措置が仙台市で適用されていたなかで、域内 6県

の景況感はいずれも改善、特に「青森」は 47都道府県で最大の改善幅となった。 
 

・『北関東』（39.7）…同 0.5ポイント増。3カ月連続で改善。半導体製造装置や電池などを

含む『製造』が好調で、関連する『卸売』の景況感も上向いた。「長野」が47都道府県で

初めて1位となるなど、景気DIの水準は 3カ月連続で10地域のトップを維持した。 
 

・『近畿』（37.0）…同 0.4ポイント減。3カ月ぶりに悪化。新型コロナウイルスの感染者数

が急増するなか、まん延防止等重点措置や緊急事態宣言の実施もあり、域内 2府 4県がい

ずれも悪化。特に「旅館・ホテル」「娯楽サービス」など『サービス』が落ち込んだ。 

地域別グラフ（2018 年 1 月からの月別推移） 
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2018年 19年 20年 21年

北関東

九州

東海

南関東

北陸

東北

中国

近畿

四国

北海道

20年

4月
5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月

21年

1月
2月 3月 4月 前月比

大企業 28.2 28.1 30.1 31.7 32.4 33.9 36.4 37.6 37.4 36.3 38.2 40.2 40.8 0.6

中小企業 25.3 24.6 27.0 28.5 29.1 31.1 33.3 34.9 34.5 33.4 35.3 37.5 37.7 0.2

（うち小規模企業） 25.4 24.6 27.8 29.4 30.0 32.0 33.9 35.2 34.2 32.8 34.7 36.7 36.3 ▲ 0.4

格差（大企業－中小企業） 2.9 3.5 3.1 3.2 3.3 2.8 3.1 2.7 2.9 2.9 2.9 2.7 3.1

※網掛けなしは前月比改善または増加、黄色の網掛けは前月比横ばい、青色の網掛けは前月比悪化または減少を示す

20年

4月
5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月

21年

1月
2月 3月 4月 前月比

28.4 27.5 30.6 32.3 33.4 34.4 36.0 34.4 33.0 32.4 33.9 35.3 36.2 0.9

26.0 25.3 28.5 29.7 30.4 32.6 34.4 36.0 35.4 33.8 35.4 36.8 38.0 1.2

25.8 24.5 26.2 27.1 28.0 30.6 33.2 36.6 35.9 34.9 37.2 39.2 39.7 0.5

26.3 25.5 28.4 29.7 30.4 32.3 34.2 35.3 35.2 34.0 35.9 38.4 38.7 0.3

24.9 25.1 26.5 27.5 28.5 30.0 31.8 34.7 35.0 32.7 34.6 38.2 38.6 0.4

23.7 23.4 25.3 27.0 27.7 30.3 32.6 35.6 35.3 34.1 36.1 38.4 38.9 0.5

23.9 23.8 25.9 27.8 28.1 29.5 32.4 34.1 33.9 33.1 35.5 37.4 37.0 ▲ 0.4

27.0 25.7 27.2 29.4 29.7 32.0 34.3 35.5 34.8 34.5 36.2 37.7 37.8 0.1

30.8 28.5 30.3 30.5 31.5 32.6 33.9 35.3 35.4 33.8 35.4 37.5 36.4 ▲ 1.1

27.5 27.4 29.7 32.5 31.8 34.2 36.9 37.7 36.9 35.3 37.0 39.0 39.5 0.5

7.1 5.1 5.3 5.5 5.7 4.9 5.1 3.6 3.9 2.9 3.3 3.9 3.5

※網掛けなしは前月比改善または増加、黄色の網掛けは前月比横ばい、青色の網掛けは前月比悪化または減少を示す

南関東

東海

北陸

近畿

北関東

北海道

東北

中国

格差

四国

九州

全国（38.3）と同水準以上の地域

全国（38.3）を下回っている地域

北関東
39.7

南関東

38.7

北陸
38.6

東海

38.9

近畿

37.0

中国
37.8

四国
36.4

九州
39.5

北海道
36.2

東北
38.0
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業界名

2月 3月 4月

33.8 35.0 37.5 ○ 鶏卵相場の価格が上昇している（養鶏） ○ ワクチンの接種が進めば、状況は改善すると思われる（養鶏）

農・林・水産 △ ×

× ×

38.3 39.2 38.3 ○ 新型コロナウイルスにより量販店の販売が依然として好調（投資業） ○ 顧客企業の業績回復が見込まれる（生命保険代理）

金融 △ △ 新型コロナウイルスの感染収束の状況による（クレジットカード）

△ 新型コロナウイルスの状況次第（投資業）

× × 当面は新型コロナウイルスからの景気回復が不透明（普通銀行）

× 新型コロナウイルスの影響が継続する（事業者向け貸金）

40.6 41.6 41.4 ○ ○
建設

○ 工事受注件数が増加してきた（冷暖房設備工事） ○
○ 公共工事が切れ目無く発注されており、民間工事も発注されている（とび工事）

× ○ 世界経済の回復にともない製造業の設備投資が回復する（特殊コンクリート工事）

×
× 受注単価の低下、発注量の減少がみられる（土木工事）

× ×

× 鉄道関連の設備投資計画が低迷している（一般管工事） × ウッドショックにより材木が入ってこず、住宅が完成させられない（木造建築工事）

38.3 40.6 40.8 ○ 顧客の投資不動産への関心が高く問い合わせが増えている（不動産代理・仲介） ○ ワクチン接種の進展で、景況感は緩やかに改善ムードを取り戻す（貸事務所）

不動産 ○ 不動産の問い合わせや成約が増え、リフォームの受注件数も増えている（貸家） ○ 金融緩和が続く限り、不動産に投資マネーは入り続けると思う（土地売買）

× 近隣不動産の動きが鈍く感じる（土地売買） △ 悪くなる想定はしていないが、爆発的に良くなる要因も現状無い（建物売買）

× ×

× 空室が増えてきていると感じる（不動産管理） × インバウンドと出張需要が減少している（不動産管理）

35.6 38.5 39.5 ○ 半導体製造装置向け部品の受注が増えている（製缶板金） ○
製造 ○

○ 新車開発が活発化し金型需要が増える見込み（金型・同部分品・付属品製造）

△
○

×
×

×
×

× 資材の高騰、また入荷しにくくなっており、売り上げは減少すると予想（印刷）

× 化粧品業界全体に明るい兆しがみえない（仕上用・皮膚用化粧品製造） × 東京五輪が開催、中止のどちらでも見通しが暗い（写真機・同付属品製造）

【判断理由】○＝良いと判断した理由△＝どちらでもない理由×＝悪いと判断した理由

業界別の景況感企業の声１（農・林・水産～製造）

現在 先行き

自社が関わる業界はそれほど影響はないが、外的環境は景気が低迷していると

感じられる（獣医）

2020年より単価がさらに安くなっている。将来の経営悪化の原因になりそうで懸念

している（施設野菜作農業）

貿易などの外圧に加え、生産者の高齢化と労働力不足による担い手不足が進む

ほか、生乳など主要販売物の単価低下と輸入飼料の高騰が進む（畜産サービス）

各官公庁が公表している予算編成書類に目を通すと、いわゆる「箱もの」予算が

激減している。更新工事も予算が厳しい状況となってきている（園芸サービス）

保険の販売は好調である。ただし、支払いについても予測を上回る金額が出てい

る（損害保険）

樹脂や金属などの素材不足や物流の遅れによる材料の入荷遅れにより、出荷に

影響がでそうである（配線器具・配線付属品製造）

外食向けの食品製造業のため、緊急事態宣言、まん延防止等重点措置に大きく

影響される（ソース製造）

中国市場の回復、海外メーカーのフォースマジュール宣言、アメリカの大寒波、ス

エズ運河のコンテナ船座礁などにより船便手当が厳しくなっており、前倒し需要が

ある（プラスチック製造）

環境製品の受注が明確に増えてきた。長納期製品の受注が確定した（各種機

械・同部分品製造修理）

期末の3月をはさんで、鋼材需要はほぼ最大限。４月以降も増産の情報あり、半

導体在庫の有無によってユーザー間に格差がある（金属熱処理）

原材料である鋼板がまれにみる高騰をみせ、さらに運送費や副資材も値上がりし

ている（建築用金属製品製造）

空テナントの新規入居申し込みがまったくない。フィットネスクラブの会員の退会が

止まらない（貸事務所）

当地の主要産業の1つである観光業が、新型コロナウイルスにより実質的な休業

状態にあり、多くの産業に影響を及ぼしている（信用金庫・同連合会）

不動産は景気に左右されやすいので、東京五輪の開催がどうなるかにかかってい

る。東京五輪後は大きく悪い方向へ向かう可能性が高い（不動産代理・仲介）

当地区では2020年7月に大きな豪雨災害が発生し、その復旧工事が本格化して

きていることから、建設業は受注が旺盛である（一般電気工事）

外壁に続き、木材の欠品や値上がりが顕著で、工期遅延や収益減少の影響が大

きくなってきた（木造建築工事）

新型コロナウイルスによる影響により、顧客の収益が大幅に減少。工事予算が大

幅に削減されている（機械器具設置工事）

半導体不足が解消する見込み。3G撤去準備が進み5G設備への更新が見込ま

れる（電気通信工事）

防災・減災、国土強靭化のための5か年加速化対策などにより、今後も公共工事

の発注が予想される（土木工事）

商業施設の投資が大幅に減少。公共性の高い施設は多少物件が出そうだが、競

争入札で価格の低下が始まっており非常に悪い状態が続く（内装工事）

東京五輪、パラリンピック開催時期の工事一時中断や発注時期の繰延などが予

想される（舗装工事）

半導体不足にともない自動車では減産がみられるが、半導体製造は上昇と業種

によってバラつきがある。先行きは不透明（電気メッキ）

飲食店向けの商材の売り上げが伸びない。家庭用向け商材ではその売り上げの

補填ができない（蒸留酒・混成酒製造）
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2月 3月 4月

33.3 35.8 36.2 ○ 半導体デバイスメーカーの投資が堅調（精密機械器具卸売） ○
卸売 ○ 中古車相場の良い状態が続いている（中古自動車卸売）

○ 林業関係機械の需要拡大。流通、製造業関係も好調（建設機械・鉱山機械卸売） ○ ワクチン接種によって、観光地でも人足が増える（生鮮魚介卸売）

○ 鉄、非鉄金属の相場が堅調（鉄スクラップ卸売） ○ 業種により忙しい工場がある（機械工具卸売）

× 新型コロナウイルスの感染危惧により、人の動きが減少している（酒類卸売） × 木材の供給不足は、短く見積もっても年内は続くとの予想がある（建築材料卸売）

× ×

× ×

34.5 34.9 34.7 ○ 家庭内需要の増加に加え、健康意識の高まりが追い風となっている（寝具小売） ○ 商品の値上げがそのまま売り上げに反映されそうである（がん具・娯楽用品小売）

小売 ○ ○ ワクチン接種による新型コロナウイルスの感染拡大不安の縮小を期待（靴小売）

△
○ 巣ごもり関連の需要がある（書籍・雑誌小売）

× △

× 飲食店やホテルなどが営業を停止している（果実小売） ×
×

× 車両の燃費向上などにより、需要は今後も毎年減少が続く（ガソリンスタンド）

31.7 33.9 34.5 ○ ○ ワクチンの普及と海外の景気回復（こん包）

運輸・倉庫 ○
○

× 新型コロナウイルスにより、人の移動の制限が一定期間続く（定期航空運送）

× 新型コロナウイルスの影響で業界は壊滅状態（国内旅行） ×
×

× 変異株の感染状況を鑑みるとまだまだ予断を許さないと感じる（港湾運送）

× ×

36.5 38.5 37.9 ○ クラウドサービス導入の引き合いが増えている（ソフト受託開発） ○
サービス ○

○ エレクトロニクス・車載関係は復活して来ると予測している（計量証明）

○ 新規エリア拡張による契約の増加（有線テレビジョン放送） ○
×

× 新型コロナウイルス、少子化により利用児童の確保が難しくなってくる（保育所）

× ×

× ×

新型コロナウイルスで日常を見直す機会が増えたことで、子どもへの教育投資に

加えて、大人の自己実現に対する意欲や意識も高まっている（個人教授所）

まん延防止等重点措置の発出以降、新型コロナウイルスの新規感染者数の増加

にともない予約が急減。売り上げが立たない状況に逆戻りしている（旅館）

例年よりも外出が控えられているように感じる。特に、雨を理由としたキャンセルが

増えている（ゴルフ場）

緊急事態宣言、まん延防止等重点措置と、消費が冷え込む政策が次々と発出さ

れており、広告主側も動きが鈍っている（広告代理）

新型コロナウイルスで環境が変わったが、マイナスの影響だけでなく、新しい需要

も発生した。業態転換も始まっている（特許事務所）

2021年は中国の景気回復、米国の積極財政による景気回復の影響で景気は良

い状況が続くと思う（技術提供）

緊急事態宣言で受診抑制がある。新型コロナウイルスが収まるまでこの状況は続

くとみられる（歯科診療所）

直近の変異株による感染拡大の影響が出てくる。更なるテレワーク促進、イベント

中止、冠婚葬祭縮小など人の動きが少なくなると影響が大きくなる（普通洗濯）

自動車産業の回復による取扱い増加と、コンテナ不足による海上運賃の高騰、航

空輸送への切り替え増加により、1月以降物流業界は好調に推移（普通倉庫）

個人向けの宅配荷物の増加や輸入貨物の増加により、運送業の景況感は良く

なってきている（一般貨物自動車運送）

まん延防止等重点措置や緊急事態宣言でリモートワークが増え、夜の外出が減

少している（一般貸切旅客自動車運送）

新型コロナウイルスにより、企業の業務形態の変更やスポーツなど様々なイベント

の人数制限が影響を及ぼしている（一般乗用旅客自動車運送）

効果はまだ未定であるものの、ワクチン接種が一定程度行き渡ることにより、感染

者数の減少が見込める（国内旅行）

燃料価格が高騰する恐れがあるため、2021年後半から物流業界は低迷するとみ

ている。1年後は、今より悪くなる可能性が高い（一般貨物自動車運送）

半導体不足による自動車メーカーの生産調整や、新型コロナウイルスの再流行

による経済の停滞が懸念される（普通倉庫）

新型コロナウイルスの感染状況が落ち着き人の移動が本格的になると、時間の使

い方が変わりマイナスに作用すると予測している（書籍・雑誌小売）

【判断理由】○＝良いと判断した理由△＝どちらでもない理由×＝悪いと判断した理由

先行き

業界別の景況感企業の声２（卸売～サービス）

業界名
現在

まん延防止等重点措置の影響で、消費が週を追うごとに落ちてきた。そこに緊急

事態宣言で一気に小売店の発注意欲が消滅した（かばん・袋物卸売）

美容室に商品を卸しているが、特に中心街で2割から3割ほどの集客減となる店舗

が多いもようである（化粧品卸売）

半導体、電子部品の供給が回復し、またワクチンの浸透とともに経済活動が本格

的に回復に向かう（電気機械器具卸売）

紙を取り扱っていて、デジタル化やリモートワークなどがさらに進めば、今まで以

上の需要が見込めない（紙製品卸売）

円安に振れ、新型コロナウイルスの影響で輸入コスト、特に海上運賃などが上が

る一方、国内はデフレ状態で値上げ出来ない（食料・飲料卸売）

軽乗用車を中心に代替え需要が若干盛り返している。また、50～80万円の中古

車への問い合わせもある（自動車（新車）小売）

他地域との交流が減少し、経済活動が縮小傾向で需要が伸びない（ガソリンスタ

ンド）

百貨店のアパレルは、まん延防止等重点措置法の施行後に再び客足が途絶え、

回復の兆しがみえていない（婦人・子供服小売）

サプライチェーンの崩壊で6カ月後の商品備蓄に不安があるが、1年後には解消

している（自転車小売）

半年後には景気が更に悪くなっていると思うが、1年後はワクチン接種の効果もあ

り、かなり日常が戻っていると考えている（料理品小売）
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調査先企業の属性 
１．調査対象（2 万 3,707 社、有効回答企業 1 万 1,003 社、回答率 46.4％） 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

2．調査事項 
・景況感（現在）および先行きに対する見通し 

・経営状況（売り上げ、生産・出荷量、仕入れ単価・販売単価、在庫、設備稼働率、従業員数、時

間外労働時間、雇用過不足、設備投資意欲）および金融機関の融資姿勢について 

3．調査時期・方法 
2021年 4月16日～4月30日（インターネット調査） 

景気動向指数（景気 DI）について 

■TDB 景気動向調査の目的および調査項目 
全国企業の景気判断を総合した指標。国内景気の実態把握を目的として、2002年5月から調

査を開始。景気判断や企業収益、設備投資意欲、雇用環境など企業活動全般に関する項目に

ついて全国 2万3千社以上を対象に実施している月次統計調査（ビジネス・サーベイ）である。 

■調査先企業の選定 
全国全業種、全規模を対象とし、調査協力の承諾が得られた企業を調査先としている。 

■DI 算出方法 

DI（ディフュージョン・インデックス〈Diffusion Index〉）は、企業による 7 段階の判断に、それぞ

れ以下の点数を与え、これらを各選択区分の回答数に乗じて算出している。 

 

 

 

 

景気 DIは、50を境にそれより上であれば「良い」、下であれば「悪い」を意味し、50が判断の

分かれ目となる（小数点第 2位を四捨五入）。また、企業規模の大小に基づくウェイト付けは行っ

ておらず、「1社1票」で算出している。 

■企業規模区分 
企業の多様性が増すなか、資本金や従業員数だけでは計りきれない実態の把握を目的に中

小企業基本法に準拠し、全国売上高ランキングデータを加え下記の通り区分している。 
 
 
 
 
 

■景気予測 DI 
景気 DI の先行きを予測する指標。ARIMA モデルに、経済統計や TDB 景気動向調査の

｢売り上げDI｣、｢設備投資意欲DI｣、｢先行き見通しDI｣などを加えた structural ARIMAモデ
ルで分析し、景気予測DIを算出している。 

 
 
 
 
 

業界 大企業 中小企業（小規模企業を含む） 小規模企業

製造業その他の業界 「資本金3億円を超える」 かつ 「従業員数300人を超える」 「資本金3億円以下」 または 「従業員300人以下」 「従業員20人以下」

卸売業 「資本金1億円を超える」 かつ 「従業員数100人を超える」 「資本金１億円以下」 または 「従業員数100人以下」 「従業員5人以下」

小売業 「資本金5千万円を超える」 かつ 「従業員50人を超える」 「資本金5千万円以下」 または 「従業員50人以下」 「従業員5人以下」

サービス業 「資本金5千万円を超える」 かつ 「従業員100人を超える」 「資本金5千万円以下」 または 「従業員100人以下」 「従業員5人以下」

注1：中小企業基本法で小規模企業を除く中小企業に分類される企業のなかで、業種別の全国売上高ランキングが上位3％の企業を大企業として区分

注2：中小企業基本法で中小企業に分類されない企業のなかで、業種別の全国売上高ランキングが下位50％の企業を中小企業として区分

注3：上記の業種別の全国売上高ランキングは、TDB産業分類（1,359業種）によるランキング

©TEIKOKU DATABANK, LTD. 2021 
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有効回答数

の合計各区分回答数各区分点数
景気

選択区分 非常に良い 良い やや良い どちらともいえない やや悪い 悪い 非常に悪い

点数 6 5 4 3 2 1 0

各区分の回答数 N6 N5 N4 N3 N2 N1 N0

（1）地域

525 1,182
736 1,899
809 635

3,335 427
598 857

11,003

（2）業界（10業界51業種）

72 68
114 36

1,826 27
361 16

飲食料品・飼料製造業 362 37
繊維・繊維製品・服飾品製造業 121 84
建材・家具、窯業・土石製品製造業 230 149
パルプ・紙・紙加工品製造業 109 43
出版・印刷 178 7
化学品製造業 402 473
鉄鋼・非鉄・鉱業 514 58
機械製造業 493 9
電気機械製造業 330 19
輸送用機械・器具製造業 100 119
精密機械、医療機械・器具製造業 72 35
その他製造業 85 53
飲食料品卸売業 384 16
繊維・繊維製品・服飾品卸売業 200 178
建材・家具、窯業・土石製品卸売業 338 105
紙類・文具・書籍卸売業 103 451
化学品卸売業 281 62
再生資源卸売業 36 279
鉄鋼・非鉄・鉱業製品卸売業 316 125
機械・器具卸売業 905 28
その他の卸売業 351 198

45
11,003

（3）規模

1,902 17.3%

9,101 82.7%

(3,301) (30.0%)

11,003 100.0%

(248) (2.3%)

家電・情報機器小売業

飲食店

電気通信業

人材派遣・紹介業

広告関連業

その他

合  計

運輸・倉庫

農・林・水産

南関東（埼玉 千葉 東京 神奈川）

その他の小売業

（467）

自動車・同部品小売業

専門商品小売業

各種商品小売業

金融

建設

不動産

近畿（滋賀 京都 大阪 兵庫 奈良 和歌山）

小売

飲食料品小売業

繊維・繊維製品・服飾品小売業

医薬品・日用雑貨品小売業

家具類小売業

四国（徳島 香川 愛媛 高知）

中国（鳥取 島根 岡山 広島 山口）

九州（福岡 佐賀 長崎 熊本 大分 宮崎 鹿児島 沖縄）

合  計

（うち小規模企業）

娯楽サービス

卸売

（2,914）

放送業

サービス

（1,735）

大企業

その他サービス業

専門サービス業

教育サービス業

医療・福祉・保健衛生業

リース・賃貸業
（2,996）

メンテナンス・警備・検査業

情報サービス業

旅館・ホテル

製造

（うち上場企業）

東海（岐阜 静岡 愛知 三重）北海道

東北  （青森 岩手 宮城 秋田 山形 福島）

北関東（茨城 栃木 群馬 山梨 長野）

北陸  （新潟 富山 石川 福井）

合  計

中小企業

電気・ガス・水道・熱供給業


